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１ 監査結果に関する報告 

 (１) 監査の対象事務    

  平成２３年度・平成２４年度における財務に関する事務の執行、経営に係る事 

 業の管理及びその他の事務の執行 

 

 (２) 監査の対象機関  １９２機関 

所管部局 監 査 対 象 機 関 

直轄 秘書課 

企画財政部  企画総務課、計画調整課、財政課、改革推進課、情報企画課、システム

管理課、地域政策課、市町村課、土地水政策課、交通政策課 

総務部 人事課、職員健康支援課、文書課、学事課、管財課、統計課、総務事務セ

ンター、入札企画課、入札審査課、入札執行課、税務課、個人県民税対策

課 

県民生活部 広聴広報課、共助社会づくり課、人権推進課、県政情報センター、文化

振興課、国際課、青少年課、男女共同参画課、消費生活課、防犯・交通

安全課 

危機管理防

災部 

危機管理課、消防防災課、化学保安課 

環境部 環境政策課、温暖化対策課、エコタウン課、大気環境課、水環境課、産

業廃棄物指導課、資源循環推進課、自然環境課、みどり再生課 

福祉部 福祉政策課、社会福祉課、高齢介護課、障害者福祉推進課、障害者自立

支援課、福祉監査課、少子政策課、子育て支援課、こども安全課 

保健医療部  保健医療政策課、国保医療課、医療整備課、健康長寿課、疾病対策課、

生活衛生課、食品安全課、薬務課 

産業労働部 産業労働政策課、商業・サービス産業支援課、産業支援課、企業立地課、

金融課、観光課、産業拠点整備課、勤労者福祉課、就業支援課、ウーマノ

ミクス課、産業人材育成課 

農林部 農業政策課、農業ビジネス支援課、農産物安全課、畜産安全課、農業支

援課、生産振興課、森づくり課、全国育樹祭課、農村整備課 

県土整備部  県土整備政策課、建設管理課、用地課、道路政策課、道路街路課、道路

環境課、河川砂防課、水辺再生課 

都市整備部  都市整備政策課、都市計画課、市街地整備課、田園都市づくり課、公園

スタジアム課、建築安全課、住宅課、営繕課、設備課 

会計管理者 出納総務課、会計管理課 

企業局 総務課、財務課、地域整備課、水道企画課、水道管理課 

病院局 経営管理課、がんセンター建設課 

下水道局 下水道管理課 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

  (３) 監査実施日 

       平成 24 年４月 24 日～平成 24 年８月２日 

 

 (４) 監査の実施方針 

 事務の執行について、正確性、合規性はもとより、最少の経費で最大の効果を

あげているかという経済性、効率性及び有効性の観点から検証した。 

 

 (５) 監査の結果 

   ア 指摘事項 

 財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理並びに事務の執行（以下

「事務事業の執行等」という。）が、次の各号のいずれかに該当すると認められ

るもの。 

ア）事務事業の執行等に重大な誤りがあったため、当該事業の是正や今後の改

善が必要と認められるもの。 

イ) 事務事業の執行等において、その効果が極めて不十分なため抜本的な改善

が必要と認められるもの。 

  

 

 

行政委員会 

等の事務局 

議会事務局（秘書課、総務課、議事課、政策調査課、図書室）、監査事務

局（監査第一課、監査第二課）、人事委員会事務局（総務給与課、任用審

査課）、労働委員会事務局（審査調整課）、収用委員会事務局 

教育局 総務課、教育政策課、財務課、教職員課、福利課、県立学校人事課、高校

教育指導課、生徒指導課、教職員採用課、保健体育課、特別支援教育課、

小中学校人事課、義務教育指導課、家庭地域連携課、生涯学習文化財課、

スポーツ振興課、人権教育課 

警察本部 総務課、文書課、広報課、情報管理課、留置管理課、会計課、施設課、

装備課、警務課、監察官室、教養課、厚生課、生活安全企画課、子ども

女性安全対策課、少年課、少年捜査課、生活環境第一課、生活環境第二

課、サイバー犯罪対策課、地域課、通信指令課、自動車警ら隊、鉄道警

察隊、刑事総務課、捜査第一課、捜査第二課、捜査第三課、鑑識課、科

学捜査研究所、機動捜査隊、組織犯罪対策課、捜査第四課、薬物銃器対

策課、国際捜査課、交通企画課、交通指導課、交通捜査課、交通規制課、

交通機動隊、高速道路交通警察隊、運転免許課、運転管理課、運転免許

試験課、公安第一課、公安第二課、公安第三課、警備課、災害対策課、

外事課、機動隊、さいたま市警察部、第一方面本部、第二方面本部、第

三方面本部、第四方面本部 



   イ 注意事項 

     事務事業の執行等が次の各号のいずれかに該当すると認められるもの。 

ア) 事務事業の執行等に誤りがあったため、当該事務の是正や今後の改善が必

要と認められるもの。 

イ) 事務事業の執行等において、その効果が不十分なため一層の改善、工夫が

必要と認められるもの。 

 

 監査において指摘事項又は注意事項として認められたものは、次のとおりであった。 

 

ア 指摘事項  

機関・職制名 監 査 の 結 果 

福祉部 障害者自立支援

課 

 平成 23 年度の「埼玉県障害福祉サービス指定事業者

等管理システム改修業務委託契約」（4,042 千円）につ

いて、次の点で不適切であった。 

１ 予定価格を決定するため事前に徴取した参考見積

書を、そのまま正規の見積書として契約を締結した。 

２ 平成 23 年度の契約であるにもかかわらず、履行確   

 認を平成 24 年４月２日に行っていた。 

 

イ 注意事項 

機関・職制名 監 査 の 結 果 

総務部 人事課  平成 23 年度の「人事管理システムネットワーク構築

業務委託契約」（262 千円）について、次の点で不適切

であった。 

１ 契約書の特記仕様書では、本件業務に携わる要員 

 の一覧表を提出させ、県が承認することとしていた 

 が、この一覧表を提出させていなかった。 

２ また、県個人情報保護条例の内容を本件業務の従 

 事者に周知させ、従事者の誓約書の写しを県に提出 

 しなければならないこととしていたが、これを提出 

 させていなかった。 

総務部 学事課  平成 23 年 7 月に締結した「私立学校における教育補

助員活用実践研究事業委託契約」（３件 総額 4,312 千

円）について、予定価格を決定するため事前に参考見

積書を徴取したが、そのまま正規の見積書として契約

を締結していたのは、不適切であった。 

危機管理防 消防防災課  防災情報システムについて、平成 22 年 11 月に「機



災部 器賃貸借契約」（267,624 千円）を、またその後、平成

23 年 10 月に「運用保守業務委託契約」（77,910 千円）

を締結し、各々の契約書で定期保守業務を定めていた。 

 各々の契約相手方から報告がなされるべきところ、

運用保守業務委託の契約相手方から両契約の定期点検

結果が一括して報告されていた。 

 業務内容の確認が不明確なまま検査確認を行い、賃

貸借料、委託料を支払っていたのは不適切であった。 

環境部 大気環境課  平成 23年度に「熊谷妻沼東測定局他ＮＯＸ計消耗品」

（99 千円）と「深谷原郷自排局他ＨＣ計消耗品」（19

千円）を購入したが、各々の見積日、納品日、契約相

手方は同一であった。 

 総額で 10 万円以上となることから、一括して発注し

２者以上から見積書を徴取すべきであった。 

福祉部 少子政策課  平成 23 年４月の「埼玉県母子福祉センター法律相談

等事業委託契約」（2,019 千円）において、予定価格調

書に予定価格が記載されないまま契約を締結していた

のは不適切であった。 

保健医療部 保健医療政策課  平成 22 年４月に、公立大学法人埼玉県立大学に現物

出資した権利（土地及び建物）について、公有財産台

帳に記入すべきところ、記入しなかったことは不適切

であった。 

産業労働部 就業支援課  平成 23 年度に２種類の角２封筒（各々10,000 枚 89

千円）の印刷を発注したが、各々の見積日、納品日、

契約相手方は同一であった。 

 総額で 10 万円以上となることから、一括して発注し

２者以上から見積書を徴取すべきであった。 

産業労働部 観光課  平成 24 年３月の「教育旅行パンフレットデザイン・

作成業務委託契約」（1,995 千円）について、予定価格

を決定するため事前に徴取した参考見積書を、そのま

ま正規の見積書として契約を締結していたことは、不

適切であった。 

教育局 生涯学習文化財

課 

 平成 23 年度に「真空冷凍乾燥器」（792 千円）及び「減

圧含浸装置」（602 千円）の２つの修繕を発注したが、

各々の見積日、契約相手方は同一であった。 

 契約の相手方が特定されるため、一括で発注をする

ことにより費用の低減が見込める。効率的な予算執行



の観点から一括発注とし、契約金額が 100 万円を超え

ることとなった場合は、契約書を作成すべきであった。 

 


